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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、回復基調の国内景気が消費増税により減速する懸念もありました

が、大きな落ち込みもなく引き続き緩やかな回復基調をもって推移しております。一方で、新興国の経済成長鈍化

や原材料価格の高騰等の不安材料もあり、先行き不透明な状況は続いております。

 不動産業界におきましては、消費税増税前の駆け込み需要の反動で増税後の低迷状態が見られるものの、不動産

取引は一定の回復傾向をもって推移しております。しかし、建築資材価格の上昇や建築現場の労働力確保が困難に

なるなど、建築コストの更なる上昇が懸念されております。

 このような状況のもと、当社は宅地開発・販売事業として宅地開発２物件の販売活動ならびに賃貸・管理事業と

して商業施設等６物件の事業活動をいたしました。

  この結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高357,901千円（前年同期比7.8％減）、営業利益39,587千円

（前年同期比6.2％増）、経常損失959千円（前年同期は7,331千円の損失）、四半期純損失1,150千円（前年同期は

7,587千円の損失）となりました。 

 

 セグメント別実績は、次のとおりとなります。

① 開発・販売事業

 開発・販売事業は、神奈川県横須賀市（１物件）及び愛知県名古屋市（１物件）の宅地販売を行いました。

 当第１四半期累計期間は消費増税直後の買い控えもあり、区画の販売・引渡しはありませんでした。この結

果、売上高は302千円（前年同期比99.1％減）となり、セグメント損失は3,202千円（前年同期は140千円の損

失）となりました。 

② 賃貸・管理事業

 賃貸・管理事業は、北海道内（３物件）、神奈川県横浜市（１物件）及び石川県河北郡（１物件）の商業施

設、ならびに秋田県秋田市（１物件）の土地など、合計６物件の賃貸及び運営管理を行いました。この結果、売

上高は375,598千円（前年同期比0.0％増）となり、セグメント利益は85,383千円（前年同期比0.8％増）となり

ました。

 

（２）財政状態に関する説明

 当第１四半期会計期間末における総資産につきましては、前事業年度末に対し95,129千円減少の10,933,167千円

となりました。これは主に現金及び預金の減少49,488千円、有形固定資産の減少41,349千円によるものでありま

す。

 負債合計は前事業年度末に対し93,979千円減少の9,820,258千円となりました。これは主に借入金の減少による

ものであります。

 純資産合計は1,150千円減少の1,112,909千円となりました。これは利益剰余金の減少によるものであります。

 

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

 平成26年４月14日に公表しました業績予想から修正は行っておりません。

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

 該当事項はありません。
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３．継続企業の前提に関する重要事象等

 当第１四半期累計期間において新たに発生した事業等のリスクはありませんが、当社は、前３事業年度において

経常損失及び当期純損失を計上し、さらに当第１四半期累計期間において経常損失及び四半期純損失を計上してい

る状況から、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

 そこで当社としましては、当該事象等を解消するため、キャッシュ・フローを重視した経営改善に注力するとと

もに、長期的な資金の安定化に向けて事業活動を行ってまいります。

開発・販売事業においては、「宅地販売」に加え「建売販売」などの建物を付加した販売を強化することにより

販路拡大及び収益向上を図ってまいります。

 また、安定した収益が見込める賃貸・管理事業については、テナントリーシングの強化及びコスト管理の徹底を

図り、収益基盤をさらに強化及び拡充してまいります。

 これらの施策を実施することにより、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断し、

「継続企業の前提に関する注記」の記載には至りませんでした。
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４．四半期財務諸表

（１）四半期貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成26年２月28日) 
当第１四半期会計期間 
(平成26年５月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 119,702 70,213 

売掛金 126,939 122,777 

販売用不動産 1,034,344 1,034,344 

仕掛販売用不動産 15,917 16,112 

その他 9,141 9,275 

流動資産合計 1,306,044 1,252,724 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 3,198,801 3,157,713 

土地 6,504,461 6,504,461 

その他（純額） 4,453 4,191 

有形固定資産合計 9,707,715 9,666,365 

無形固定資産 1,600 1,516 

投資その他の資産 12,936 12,560 

固定資産合計 9,722,253 9,680,443 

資産合計 11,028,297 10,933,167 

負債の部    

流動負債    

工事未払金 100 100 

短期借入金 965,500 914,500 

1年内返済予定の長期借入金 159,653 159,653 

1年内償還予定の社債 28,000 28,000 

その他 175,119 228,973 

流動負債合計 1,328,372 1,331,227 

固定負債    

社債 46,000 32,000 

長期借入金 6,609,169 6,573,718 

関係会社長期借入金 1,090,000 1,090,000 

その他 840,695 793,312 

固定負債合計 8,585,864 8,489,031 

負債合計 9,914,237 9,820,258 

純資産の部    

株主資本    

資本金 848,800 848,800 

資本剰余金 4,800 4,800 

利益剰余金 276,983 275,832 

自己株式 △16,523 △16,523 

株主資本合計 1,114,059 1,112,909 

純資産合計 1,114,059 1,112,909 

負債純資産合計 11,028,297 10,933,167 
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（２）四半期損益計算書

（第１四半期累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期累計期間 
(自 平成25年３月１日 

 至 平成25年５月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成26年３月１日 
 至 平成26年５月31日) 

売上高 407,664 375,901 

売上原価 316,703 289,376 

売上総利益 90,960 86,524 

販売費及び一般管理費 53,677 46,937 

営業利益 37,283 39,587 

営業外収益    

受取保険金 781 358 

不動産取得税還付金 655 － 

保険解約返戻金 484 － 

その他 0 0 

営業外収益合計 1,921 359 

営業外費用    

支払利息 46,125 40,500 

その他 411 405 

営業外費用合計 46,537 40,905 

経常損失（△） △7,331 △959 

税引前四半期純損失（△） △7,331 △959 

法人税、住民税及び事業税 274 252 

法人税等調整額 △18 △61 

法人税等合計 256 191 

四半期純損失（△） △7,587 △1,150 
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。
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